
加古川市公共下水道有害物質等流入事故対策要領 

（目的） 

第１条  この要領は、加古川市が管理する公共下水道への有害物質等流入事故が発生

した場合に、下水道法（昭和 33 年法律第 79 号）及び水質汚濁防止法（昭和 45 年法

律第 138 号。）に関連して実施すべき事項を定め、適切な対応を迅速かつ円滑に行う

ことを目的とする。 

 

（定義） 

第２条  この要領における用語の定義は、下水道法に定めるところによるものとし、

「有害物質等流入事故」とは次の各号に掲げるものをいう。 

１ 事故により特定事業場等から排水基準に適合しない汚水等が公共下水道に流入

した場合。 

２ 事故により貯油事業場等から有害物質又は油が公共下水道に流入した場合。 

３ その他、強酸、強アルカリ等公共下水道施設およびその機能を損傷するおそれの

ある物質が公共下水道に流入した場合。 

 

（事故発生の通報の受信） 

第３条  事故の原因者又は発見者（市民、工場・事業場、関係機関等）から事故発生の

通報を受けた職員は、「水質事故通報票」を作成又は受理し、速やかに下水道課長に

報告する。 

 

（初動調査） 

第４条  事故の発生を受理したときは、下水道課長は速やかに次の措置を講じるもの

とする。 

１ 事故の発生現場に担当職員を派遣し、通報内容の確認のための初動調査を実施し、

「現場調査記録用紙」に必要事項を記入する。 

２ 担当職員は、初動調査結果を下水道課長へ報告する。 

３ 初動調査結果により、人の健康又は生活環境に係る被害が生じるおそれが明らか

場合は、関係機関へ事故の発生を連絡するとともに、詳細調査及び被害の拡大防止

のための措置を講じる。 

 

（事故時の措置） 

第５条  上下水道事業管理者は、有害物質等流入事故が発生した場合に、当該事故に

よる影響を最小限度にとどめるため、以下の措置を講じるものとする。 

  １ 有害物質等流入の原因が工場・事業場である場合は、当該工場・事業場に対し、

有害物質等の流出防止を指導する。 

  ２ 有害物質等が公共下水道に流入しない措置を講じるよう指導する。 



  ３ 被害の拡大を防止するため、有害物質等の回収を指導する。 

  ４ 人の健康又は生活環境に係る被害を未然に防止するため、必要に応じて広報活

動を行う。 

 

（事故時の体制） 

第６条  初動調査により、有害物質等流入事故の発生を確認した場合は、その規模・危

険性・被害の拡大等のおそれを総合的に考慮して、次のいずれかの体制を速やかに確

立する。 

１ 比較的被害が小さいものについては、下水道課において関係機関との連携を図

りながら事故対応に関する必要な措置を講じる。 

２ 事故による影響が相当な範囲にわたり、かつ、人の身体及び財産に著しい影響を

およぼすおそれがある重大な事故が発生した場合は、上下水道局において関係機

関との連携を図りながら事故対応に関する必要な措置および情報の公開に関する

必要な措置を講じる。 

 

（事業者の責務） 

第７条  工場又は事業場の設置者又は管理者は、有害物質等流入事故が発生した場合

は、次の措置を講じるものとする。 

１ 事故発生時は、直ちに応急措置を行うともに、上下水道事業管理者へ通報し、速

やかに「事故届出書」を提出しなければならない。 

２ 事故の原因者は、被害等の拡大防止のための措置並びに当該施設からの流出物

質を回収しなければならない。 

３ 事故の原因者は、速やかに有害物質等流入事故の状況、事故原因の究明、公共下

水道の被害の状況等について調査を行うとともに、再発防止のための適切な措置

を行い、「事故再発防止措置計画書」を事故発生の日から３０日以内に提出しなけ

ればならない。 

４ 事故の原因者は、事故再発防止措置計画書に基づく措置が完了したときは、上下

水道事業管理者へ「事故再発防止措置完了届出書」を提出し、担当職員の確認を受

けなければならない。 

 

（関係機関への連絡等） 

第８条  上下水道事業管理者は事故の規模、緊急性等を考慮して、次の措置を講じる

ものとする。 

１ 関係機関に有害物質等流入事故の発生を連絡する。 

２ 汚染源が不明な場合、若しくは人の健康又は生活環境に係る影響が拡大するおそ

れがあるときは、関係機関に詳細調査の実施及び被害拡大防止のための措置に関す

る要請を行うものとする。 

３ 前項以外の事故については、必要に応じ管理機関等の協力を得て詳細調査を実施



する。 

 

（詳細調査） 

第９条  上下水道事業管理者は、関係機関と協議及び調整し、必要に応じて詳細な調

査を実施する。 

 

（事故対応の完了） 

第 10 条  有害物質等流入事故対応結果を踏まえて、以下の事項をもとに上下水道事

業管理者は事故対応完了を判断したときは、速やかに関係者に連絡する。 

１ 事故発生源の状況 

ア 汚染物質等の流出が完全に止まっているか。 

イ 汚染物質等が再び流出する危険性はないか。 

２  下水道管渠内 

ア  管渠内に汚染物質や機能阻害状況が残存していないか。 

３ 加古川下流浄化センターの状況 

ア 汚染物質が流入していないか。（流入水質の測定） 

イ 活性汚泥の働きが正常か。（放流水質の測定） 

 

附則 

  この要領は平成 23年 8 月 1 日から施行する。 

 

附則 

  この要領は令和６年４月１日から施行する。 



                                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事故対応の流れ 

＜事故原因者への速やかな指示＞ 

①汚染物質の流出の防止 

②公共下水道への流入の阻止 

③汚染物質の回収 

④事故原因の究明 

事故発生 

通報の受信 

（情報の集約） 

初動調査 

（下水道施設への影響判断） 

上下水道局による対応協議 

関係機関への連絡 

（状況に応じて） 

下水道課長 

応急体制 

（夜間・土日の対応含む） 

特定事業場での応急 

措置の確認と指導 

下水道施設での 

対策の実施 

事故時対応の終了 

下流浄化センター、県土木

流域下水道課への通知 

・事故届出書 

・事故再発防止措置計画届出書 

・事故再発防止措置完了届出書 

・警察 

・消防 

・環境部 

記録等 

下水道施設等への影響なし 

＜重大な事故と判断する場合＞ 

・事故による影響が広範囲 

・身体及び財産に著しい影響 
関係機関と連携を図り、 

必要な活動を行う。 

＊事故対応体制表による 

・施設の被害調査 

・水質調査等 



水質事故通報票 

 

受

付 

受付日        年    月     日  時間       ： 
受付者氏名 

（          ） 
□ 電話  □ FAX  □ その他（              ） 

通

報

者 

特定事業場名： 

通報者氏名： 

連絡先  TEL:                   FAX: 

事 
 

故 
 

概 
 

要 

発生（発見）日時         年    月    日      ：     ～     ： 

事故発生場所（事業場名）： 

下水道に流入した有害物質等 

事 
 

故 
 

の 
 

内 
 

容 

 

【想定される下水道への影響】 

応 

急 

の 

措 

置 

 

通
報
先 

□警察 （                    ） □ 県土木流域下水道課（              ） 

□消防 （                    ） □ 県浄化センター（              ） 

□環境部局 （                ） □ その他  （                     ） 

備 

考 

 



現場調査記録用紙 

 

立

入 

立入日        年    月     日  時間       ： 立入者氏名 

（           ） 

（           ） 立入理由： 

立

会

者 

特定事業場名： 

立会者氏名： 

連絡先  TEL:                   FAX: 

事

故

状

況 

発生（発見）日時         年    月    日      ：     ～     ： 

事故発生場所（事業場名）： 

下水道に流入した有害物質等 

応

急

措

置

の

状

況 

 

【現場での指示事項】 

簡

易

水

質

測

定 

測定項目： 

時 刻： 

測定結果： 

測定項目： 

時 刻： 

測定結果： 

測定項目： 

時 刻： 

測定結果： 

測定項目： 

時 刻： 

測定結果： 

備

考 

 



事 故 届 出 書 

      年    月    日 

加古川市上下水道事業管理者  様 

住所                                       

 

法人又は代表者                          

 

下水道法第 12 条の 9 の規定により、事故の状況及び事故に対して講じた措置につ

いて、届け出ます。 

特定事業場名称  

事業場の所在地  

汚水発生施設等 

管理責任者（窓口） 

氏名  

TEL  FAX  

事 
故 

状 

況 

事故の発生日時        年     月      日        時     分 

事故の発見方法 
 

事業場内の事故

の発生場所 

 

発生原因 
自然災害・施設の老朽化・操作ミス 

その他（                       ） 

下水道に流入 

した有害物質 

 

下水道への流入

物質量（推定） 

ｍｇ（負荷量として） 

流入水量  計          ㎥ 

流入水濃度          ｍｇ/L 

応急の措置の 

内容 

 

連絡先 

□警察（             ） 

□消防（             ） 

□環境部局（         ） 

□県土木流域下水道課（          ） 

□県浄化センター（          ） 

□その他（             ） 

本事故対応の 

問合せ先 

氏名  

TEL  FAX  

備     考 
 

 



事故再発防止措置計画届出書 

      年    月    日 

加古川市上下水道事業管理者  様 

住所                                       

 

法人又は代表者                         

 

先般、下水道法第 12 条の 9 の規定により届け出た事故結果を踏まえ、事故の再発

防止のための計画を届け出ます。 

特定事業場名称  

事業場の所在地  

汚水発生施設等の 

管理責任者（窓口） 

氏 名  

TEL  FAX  

事故発生の原因 

 

事故再発防止の 

ための計画内容 

 

措置完了予定年月日  

備      考 

 

  



事故再発防止措置完了届出書 

      年    月    日 

加古川市上下水道事業管理者  様 

住所                                       

 

法人又は代表者                         

 

先般、届け出た事故再発防止措置計画について、措置が完了したので届け出ます。 

特定事業場名称  

事業場の所在地  

汚水発生施設等の 

管理責任者（窓口） 

氏 名  

TEL  FAX  

事故発生の原因 

 

事故再発防止の 

ための措置内容 

 

措置完了年月日  

備      考 

 

 


